
１ 統一的な基準による財務書類の公表について 
地方公 共団体 にお ける 財務書 類の整 備に つい ては， これま でも 総務 省（旧 自治省 ）が

示した 作成手 法に より ，各自 治体に おい てバ ランス シート （貸 借対 照表） の作成 がな さ

れてき ました が， 平 成 18 年 ５月 に「新 地 方公会 計制度 研究 会報 告書」 におい て， 新た

な基準 モデル 及び 総務 省方式 改訂モ デル によ る財務 書類４ 表の 作成 手順が 提示さ れま し

た。  

これを 受け， 平成 18 年８月 に「地 方公 共団 体にお ける行 政改 革の 更なる 推進の ため

の指針 」（総 務事 務次 官通知 ）によ り， 発生 主義の 活用及 び複 式簿 記の考 え方の 導入 を

図り， 「貸借 対照 表」 ，「行 政コス ト計 算書 」，「 資金収 支計 算書 」，「 純資産 変動 計

算書」 の４表 を標 準形 とし， 地方公 共団 体単 体及び 関連団 体等 も含 めた連 結ベー スで の

公会計 の整備 又は 開示 に取り 組むこ とが 要請 されま した。  

南九州 市にお いて は， 「新地 方公会 計制 度研 究会報 告書」 で示 され た総務 省方式 改訂

モデル を用い た財 務書 類を平 成 20 年度決 算 から平 成 27 年度決 算 までは 作成し ，公 表

してき たとこ ろで す。  

現在で は，多 くの 地方 公共団 体が財 務書 類の 作成・ 公表に 取り 組ん でいま すが， 基準

モデル ほか総 務省 方式 改訂モ デルな ど複 数の 作成方 式があ り， 比較 可能性 の確保 に課 題

がある ほか， 多く の地 方公共 団体に おい て既 存の決 算統計 デー タを 活用し た簡便 な作 成

方式で ある， 総務 省方 式改訂 モデル が採 用さ れ，本 格的な 複式 簿記 の導入 が進ん でい な

い中， 公共施 設等 のマ ネジメ ントに も資 する 固定資 産台帳 の整 備が 十分で ないと いっ た

課題も ありま した 。  

このた め総務 省に おい て，平 成 22 年９月 か ら「今 後の新 地方 公会 計の推 進に関 する

研究会 」が開 催さ れて 議論が 進めら れ， 平 成 26 年 ４月 に，固 定 資産台 帳の整 備と 複式

簿記の 導入を 前提 とし た財務 書類の 作成 に関 する統 一的な 基準 が同 研究会 報告書 にお い

て示さ れまし た。  

また， 平成 27 年１ 月 には当 該基準 のよ り詳 細な内 容を記 載し た「 統一的 な基準 によ

る地方 公会計 マニ ュア ル」が 公表さ れ， 当該 基準に よる財 務書 類を 原則と して平 成 27

年度か ら平 成 29 年 度 までの ３年間 で全 ての 地方公 共団体 にお いて 作成し ，予算 編成 等

に積極 的に活 用す るよ う総務 省から 地方 公共 団体に 要請が され たと ころで す。  

南九州 市にお いて は， 平成 27 年度 から平 成 28 年度 にか けて固 定 資産台 帳の整 備等

を行い ，平 成 28 年 度 決算よ り，統 一的 な基 準によ る財務 書類 を作 成し， 公表し てい ま

す。な お，「 貸借 対照 表」， 「行政 コス ト計 算書」 ，「資 金収 支計 算書」 ，「純 資産 変

動計算 書」の ４表 に加 えて， これら の財 務書 類に関 連する 事項 につ いての 附属明 細書 及

び作成 にあた って 説明 する必 要があ る情 報を 示した 注記に つい ても 公表し ていま す。  
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２ 財務書類４表について 
  財 務書類 には，「 貸借対 照表」，「行 政 コスト 計算書 」，「 純 資産変 動計算 書」，「 資

金収支 計算書 」の ４表 があり ，図１ のよ うな 相互関 係とな って いま す。  
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【図１】財務書類４表構成の相互関係 

 

 
 
 
 
 
 



３ 対象とする会計の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

４ 作成基準日 
  令 和６年 ３月 31 日 

   ただし ，令 和６ 年４月 1 日か ら令 和６ 年５月 31 日 までの 出 納整理 期間の 収支 につ

いては ，基準 日ま でに 終了し たもの とし て取 り入れ ていま す。  

 

【一般会計等】 

○ 一般 会計  

【公営事業会計】 

［公営事業］ 

○ 水道 事業 会計  

○ 農業 集落 排水事 業 会計  

○ 公共 下水 道事業 会 計 

［公営事業以外］ 

○ 国民 健康 保険事 業 特別会 計  

○ 後期 高齢 者医療 特 別会計  

○ 介護 保険 事業特 別 会計  

［一部事務組合］ 

○ 鹿児 島県 市町村 総 合事務 組合（ 退職 手

当事業 ，自 治会館 事業 ，消防 補償 等事業 ，

非常勤 職員公 務災 害補 償等事 業，緊急 医

療事業 ，交通 災害 事業 ） 

○ 鹿児 島県 後期高 齢 者医療 広域連 合  

（一般 会計， 後期 高齢 者医療 特別会 計）  

○ 南薩 介護 保険事 務 組合  

○ 南薩 地区 衛生管 理 組合  

○ 指宿 広域 市町村 圏 組合  

○ 指宿 南九 州消防 組 合 

［第三セクター等］ 

○ 有限 会社 川辺や す らぎの 郷  

市全体 

連結 


